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経済成長と国際収支との関係
一一一二部門分析の適用一一
森 井 昭 顕
はしがき
近年，日本， ドイツ，イタリア等々の国において，非常に高い経済成長率を誇っている。
また， ドイツのそれは，長期にわたる国際収支の黒字をもたらし，遂に，マルク切り上げと
いう結果に至った。わが国においても，周知の如く，円切り上げの問題が生じ，議論相二分
した形になっている。わが国は，過去長い間帯国際収支の赤字に悩まされ続けてきた経験を，
いまも忘れることはできなし、。アメリカが風邪を引けば，日本は肺炎になるとまで云われて
きた。しかし，所得倍増のかけ声とともに，国民総生産の上昇が続き，現在では倍以上にも
なっている。この原因は，一体何であろうかという疑問を抱くのは，当然のことである。我
々は，その原因を調査研究することも大切であるが，ここで，高度経済成長が，果して，国
際収支の黒字を維持しつづけるかどうかを研究するのに興味をもっている。円切り上げを行
なっても，わが国の国際収支(一般的国際収支のことであるが〉の黒字を保つことができる
だろうか。また，為替管理を維持し続けているわが国にとって，資本移動が自由に認められ
る場合に，如何なる結果が生ずるだろうか。種々輿味ある問題が提供されているのである。
今回，以下において，経済成長モデルにおける二部門分析を眺望し，さらに，その拡大的利
用を試みようと思っている。引き続いて，国際収支と経済成長とL、う問題に入るのであるが，
充分な研究が出来ていないことは，いなめなし、。しかし，自分自身の初期の意図のみは，述
べることができるであろうと思う。斯かる諸問題に興味を持たれている諸先生，さらに，研
究者の方々に，御教授いただきたいと祈念している。
C 1 J二部門成長モデル (TwoSector Growth Models) 
まず第一に，われわれは，投資財部門と消費財部門の二部門から成っている経済を考えよ
う。そこで，単純化のための仮定を以下に設定する。
1)完全競争のもとでの封鎖経済体系である。
2)二種類の商品，すなわち，投資財と消費財を生産する。
3)両生産部門の生産期間は同一である。
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4)生産要素は資本財と労働のみとする。
5)生産規模に関して収獲不変の法則と，生産要素に関して収獲逓減の法則が支配するも
のとする。
6)資本財の耐用期間はn期間である。
次に，これら二部門を (i=1，2)で表わし，以下のような記号を用いる。
Yj……第t部門の年々の生産量
Lj'…・・第 i部門での雇用労働者量
Kj ……第t部門での資本財ストック量
W ……消費財で測った賃金率
ρ……消費財で測った資本財価値
T……純資本利潤率
この記号を用いれば， ρY1は投資財部門での年々の生産価値額であり，消費財部門でのそ
れは，Y2である。
各部門の産出物は，Yl> Y2 であり，その投入物係数 Vj，Uj は一定であるとすれば，次
のように書き表わすことができる。
K1 L1 n~ ..l v _K2 L 1=一一=. and Y 2 = ~_~2 = 
V1 U1 V2 U2 
、 ， ?? ? ?? ??• • • • • • • • • • • • • • 
完全競争のもとでは，諸要素の稼得は，両部門において同一であり，生産価値額は，諸要
素聞に分配される。
tY1=trK1 +wL1 and Y2=ρrK2+wL2 
、 ， ?? ?
• 
? ，?
?? 、• • • • • • • • • • • • • • ?
(1.1)式を置換えて， (1.2)式に代入すれば，次のような価格方程式が得られる 1)。
ρ=ρrV1 +WU1 and 1=ρrV2+ωU2 、????• 
???、 、• • • • • • • • • • • • • • ?
この式は，tとwを与えれば代数学的に解を得る。いま wとrとの関係を考察するため
に， (1.3)式を変形する。
ρ w 
Ul -1-rv1 
. (1.4) 
w=若山ω
trv2+wu2=1 
1 _ _. ， U1rv2 
ニ =U.+
話 1-rvl
、』?? ?
• 
????、• • • • • • • • • • • • • • ?
従って-~一一一一ユ一一一一U1 -u2(1-rv1)+u1rv2 
ー ???
• 
?
? ?
??
• • • • • • • • • • • • • • ?
1) R. G. D. AlJen : Macro-Economic Theory p. 221で Theprice equationsと呼んでいるものである。
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(1.5)式から 1-rvj =U2UJ-U2WrVj + WUjrV2 
1=wr(UjV2 -U2Vj) +U2ω+rVj 
V2 
目白 U，V? μ=-i=t-iとすれば
Vj U2Vj 
Uj 
U2Vj(μー1)wr+U2w+rVj= 1 、 、? ??，• • ?? ??、• • • • • • • • • • • • ?
生は，投資財部門における一人当りの資本比率であり，之が，消費財部門におけるそれUj 
であることは明確である。
そこで， μ>1の場合は，消費財部門において，例えば，機械化がすすめられているよう
なケースである。逆に， μく1ということは，投資財部門におけるそれを意味している。
1 
さて， (1・7)式において，r=Oならば，w=五であり ，W=Oの場合には，r=~ とな
Vj 
1 
るorは，W <ー の場合に一義的に与えられ，Wは，rくーの場合に一義的に与えられる。
V1 
すなわち，W (賃金率〕が増加すれば，r (利潤率〉は減少し rが増加するならば，W は
減少するO
次に， ρについて考察しよう。(1.6)式を変形させれば，
j=土山町)+rv2=と{1+官l(設 -1)r}
2;7=μ を考慮すれば，次の式が出来主がるo
j=わ1+山 -1) 、???????、
この式は rの一次函数である。そこで， μ豆1の場合について考える。
μ>1のケースotはrの一次で，かつ増加画数である。従って， ρはrの減少画数であ
り，rが増加する場合， ρは減少する。
μく1のケースotはTの一次で，減少画数であり， ρはfの増加画数である。従って，
投資財部門において， ρは rとともに増加する。
(1.5)式と(1.8)式は，三つの価格 (ρ，w， r)のうち二つを与えるのに役立つのであ
る。
次に，諸要素の総需要を，次の如く書き表わす。
K=Kl+K2=VlYl+V2Y2 ) 
L=Ll+L2=UlYj+U2Y2 f 
、 、 ， ???
• 
??? ? 、• • • • • • • • • • • • • • ?
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例えば，機械 Y1 が t期間生産に利用され，また，原価償却はないものとする。
dK '" 
(j[-~l 
1 dK d K d7=函 logK=g
Y1=gK . (1.10) 
これを(1.9)式に代入すると，
K=VlgK+V2Y2 and L=UlgK+U2Y2 
Y2=子(1-ωK
"2 
、? ?? ??『
??
???• • • • • • • • • • • • • • ?
(1.11)式を考慮することによって次の式が得られる。
L=UlgK+手(l-vlg)K
"2 
設=μを用し、れば
叶3;+(U1一勺)g}K={~~+(ω伐イ;)g}K
?、??、 ， ??????、??????????????? ? . (1.12) 
E=211+U1ムーl)g} . (1.13) 
さて，もし μ>1ならば，資本の成長率 gの増加は，一人当りの資本比率 KjLを下落
させる。 μくlの場合には，その逆である。
dK 
ここで，貯蓄Sは産出物(所得)Yによって決定され，投資ρ=亘了に等しいという仮定
を導入しよう。貯蓄Sは賃金から貯蓄される部分を SW，利潤から貯蓄される部分をゆと
する。完全雇用を仮定しているから，次のモテ、ノレを想定することができる。
K=Kl +K2 
L=Ll+L2=Loe"1 . (1.14) 
dK ρ一一=sYdt 
この場合 Loは労働の初期値であり，労働力は一定率nで成長するものとしている。さ
て，貯蓄S，総産出物Y，利潤Pは，次の式で表わされる。
S=sY s=sw+(sρ-St斗 ωκ区 1)
. (1.15) 
・(1.16)
. (1.17) 
Y=ρY1+Y2 
p=ρr(K1 +K2) 
資本ストックの成長率 (ljK)dKjdt=gで書き表わし， (1.5)式， (1.6)式， (1.7) 
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(1.14)式から次の方程式が導かれる。
，Pl Y g= ー :~SW+(sρ-sω)-~~一ρK 一 ρ l~VV '¥yy ~vv/Y JK 
[ ρrK 1ρY1+Y2 =一's抑W+(ゆSゆρ一→Sω刈〉l Y1+Y2J K 
式を考慮すれば，
_SW PY1+Y2 . 1 prK 一一一一一一+一一一(ゆ-sw)ρKρK 
、????? ????、????
?
?
? ?
?
??
?
?
?? ?? …..・H ・..…(1.18)
(1.18)式に代入すれば，(1.10)式と (1.11)式を変形し，
W 1-Vlg g=--;. pg+一一一一一+r(ゆ-sw)ρρ V2 
g-swg+空笠Elg=三竺ー +r(sρ-sw)
V2ρ V2ρ 
. (1.19) g=~W+ rV 2 ρ(sρ -sw) 
V2ρ-SW(Vl -V2ρ〉
ρとrは価格方程式から得られるから，外生的に決定される。zvはパラメーターであり，
そして ，gの値は，期間中一定であり，資本ストックKの適正成長率 (TheWarranted Rate 
of Growth) 2 )である。(1.13)式からKとLの比率が一定であるということが示される。 L
KとLは，自然率 (TheNaturalRate)η で成長しなの均衡条件は L=Loe"!であるから，
ければならなし、。もし次のような方程式が成立するならば，成長率一定の解 (aSteady-State 
Solution)を得ることができる。
SW+rV2ρ(st-sw〉ー 柄
引2ρ+SW(VI-V2ρ)-" g= 
この条件式は， ρ，rのフリー・パラメーターパラメーター，SW， Sp，と係数を別として，
フリー・パラメーター ρ，rは，一定の経済成長結局，(Free Parameter)を含んでいる。
その条件が満足され，一定の経済成長の解が得られる率 g=nで成長するKとLでもって，
ように選ばねばならなL、。
(H) =部門分析による国際貿易パターン3)
成長理論における二部門分析 (TwoSectoral Analysis)では，封鎖経済体系におけるこ
KとL等々の関係を知る部門，すなわち，消費財部門と投資財部門のそれであり， ρとr，
この二部門分析を開放体系にまで拡大することは，興味をそそるも
2) R. G. D. Allen:前掲書， p.226参照
3) H. Oniki & H. Uzawa : The Review 9f Economic Stugies No. 89， January， 1965. p.p. 15~37 ~と
参照。
ことであった。そこで，
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のである。我々は次のような仮定を設定する。
1)二国，すなわち， αと3国とする。
2)二商品，つまり，消費財Cと投資財I取引とする。
3)二生産要素，つまり，労働Lと資本Kである。
4 )両国において，技術知識と消費者噌好が与えられたならば，貿易量，交易条件，特化
パターンは，両国の生産要素量に依存する。
5 )各商品は労働と資本の組合せによって生産されるものとし，それらの質は同一である。
6)各国の労働量は，外生的に与えられ，一定率で成長する。すなわち，資本蓄積率は，
園内の産出量と投資財の輸入によって決定されるのである。
7)各国の資本蓄積率は，資本の減価償却費を差し号 I~ 、た投資財産出高と投資財の純輸入
額に等しい。
8)両財の圏内生産物と貿易量は，世界市場で規定される相対的財価格に依存するものと
する。
9)両国内と両国間において，完全競争が存在しており商品生産に対して，規模に関する
収獲不変 (constuntreturn 10 scale)と，生産要素に対して限界代替率逓減 (adiminishing 
marginal rate of substitution)を条件とする。
10)一度投資された資本と労働は両国聞を移動せず，各国内でのみ流動的であるとする。
11)各商品は，輸送費あるいは関税の如き障害なしに取引され，外部経済(外部不経済〉
の可能性は除外する。
さて，我々は勤学モデル (DynamicModel)を組み立てよう。
Li(t)は，時間 tにおける i(α， s)国の総労働供給とする。仮定(6)から次の式を得る。
とい=n'
L(t) 
. (2.1) 
ここでがは i固における人口成長率である。この式は nα，nβが等しし、。すなわち nに
等しいということを意味している。
時間tにおける t国の総資本量は Ki(l)，初期において， つまり 1=0における資本のー
定量Ki(O)から出発する資本財蓄積によって決定される。
Ki(t) =Y}(t)一μKi(l) .....・・・(2.2)
ここで Y}(0 は時間 tにおける粗投資量であり， μは資本の同時的減価償却(instan.
taneous depreciation)の一定率である。
粗投資 Y}(t)は投資財の園内生産と外国輸入に依存する。そこで K}ct>と L}(0は相
対的に時間 tにおける I部門に配分された資本と労働量とすれば，投資財の国内生産は，
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F/(K}(t)， L}(o)で表わされる。もちろん F/はI部門の生産関数を示している。 X}(0 
を j園の投資財輸入とすれば，
Y}(t) =F/(K}(o， L}(f))+X}(t)…………… (2.3) 
同様に，時間 t における消費財の総供給 Y~ (t)は，次の式で書き表わされる。
Y~ (t) =Fc(K~ (t)， L~ (t ))+Xð(tl ……...・ H ・.. (2.4) 
K~ (t)とLb(t)は，相対的に i国におけるC部門に配分された資本と労働量である。また，
Xd(/) は時間 tにおける t国の消費財輸入である。
時間 tにおける利用可能な資本と労働量は，Ki(t)と Li(1)によって与えられ，諸生産要素
は園内の二部門間のみを流動するのであるから，次の式が得られる。
K} (t) +Kd (0話Ki(t) . (2.5) 
L} (tl + Lb <t )三五Li(t) . (2.6) 
完全競争と(1l)と(8)の仮定のもとで，諸財の相対価格は両国において同一である。
ρ(t)を消費財による投資財価格とする。そこで，各部門において，賃金率 pi(t) は労働の
限界生産額 (maginalvalue product of labor)に等しく，利潤 (rental)4) ri(l) は，財が
正で一定で生産されるならば，資本の限界生産額 (maginalvalue product of capital)に
等しL、。 。F，
ρ(t) ~~7/' ~ril ltθK}ー (1) and 
8F， 
ρ(t)」亘p'(t)。L}、1) 、 、 ，?????? ? ?
これが F/(K}(o，L}(t))>Oであるならば，等式を満足する。同様に，。Fc<-'叫
面Kr云， (1) and 8Fr ~・紅FP(t) ー ???っ ???、 、
これも Fc(Kb(o，Lb(f})>Oであるならば，等式を満足するのである。
外国貿易の収支は，常に両国で釣合いがとれていると仮定すれば，
Xb(t) +ρ(t)X}(t)=0 . (2.9) 
市場価格 ρ(f)で計算される粗国民生産物 yi(1)は，圏内産出額と等しL、。
yi(l)=Yb(o+ρ(t) Y} (t) =F c(Kb (t)， Lb (t)) +ρ(oF/(KLf)， L}(f}) 
. (2.10) 
分析を簡単にするために，両国において粗国民生産物の一定部分 (constantfraction)は
4) rental=地代収入，地代使用料の総額という意味であるが， ここでは，貨幣，土地以外の固定資本財
(機械など)の貸付に対して，その使用の対価として支払われるものと理解するのが妥当と考える。
従って，広義の利j閏の意をとることにする。中山伊知郎編:経済学大辞典.1957年参照。
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貯蓄され，残りは消費されるものとする。 Si をt国の平均貯蓄性向とすれば，
ρ(t) Y}(t) =SiYi(/) 0くがくl
、 ， ?ー ???????
一国の財貨輸入は，他国からの輸出であるから，次の式を得る。
X~ (tl +X~ (tl =0 白nd xg(tl +x~ω=0 . (2.12) 
i国における生産関数 F/と Fc，平均貯蓄性向 Siとともに，資本Ki(tlと労働Li(l)量は
一定である。 X}(tl，Xd(/)， Y}(/)， Yd(t)，相対的価格 ρ(t)，資本と労働の配分，つま
り K}(t)， Kd (t)， L} ( t)， Ld Ct) ，要素価格，すなわち， pi(tl' wi(tlは， (2.3)式から
(2.12)式によって決定される。
さて，圏内産出物の均衡量，二部門の要素配分，生産要素の均衡価格，商品輸入に対する
需要は， (2.3)式から (2.12)式を解くことによって決定することができる。仮定(9)とS
=一定とL、う条件から，均衡条件式は，一人当りの諸量に変えられる。まず第ーに，次のよ
うな変数を導入する。
h=E 総資本労働率
y=Z 一人当り粗国民生産物
kj=~""""""'" j部門における資本労働率
yj=主 財jの資本当り産出物
・.
ej=モ...a …j部門への労働配分
x=幸 一人当り投資財輸入
zv=手 賃金・利潤率
= 1， C， 
(2.9)式を考慮し，方程式 (2.3)式と (2.4)式は，次の如く書き換えられる。
y/=f/(k/)e/+x 
Yc=fc(kc)s/-ρx 
この場合，fj(kj)は次のように定義される。
fj(kj)=Fj(kj， 1) …………… (2.15) 
さて，仮定(9)により生産過程は，生産関数 fi(kj)をもって，次のように公式化するこ
. (2.13) 
. (2.14) 
とができる。
fj(kj)>O， jj(kj)>O， jj(kj)>O， for al kj>O 
jj(O)=O， fj(∞)=∞ 
. (2.16) 
・(2.17)
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. (2.18) fj(O)=∞， Jj(∞)=0 
任意の賃金・利潤率 W に対して， J部門における最適資本・労働率 kj=わ(w)は，次
. (2.19) 
の式によって決定される。
zu-fj(hρh -7文語j) 1< J 
(2.19)式をwについて微分すれば
J品・Uj(kj(凶 ))2={Ui(kj川 )2-fj(kj川 f1(kjω-Ui(kj (w) ))2}万
. (2.20) dkj一〔fj(kj(ω))]2 
dw -fj(kj (w) )f1(kj (w) 
これは (2.16)式から常に正である。
次に，消費財による投資財の供給価格臥ω〕は，次の式によって与へられる。
ρ(W〉=fJLKE回 L
fj(kJ(w) ) 
(2.20)式を代入すれば次の如くになる。
logt(w)=log ff(kc (w))-log f~(kJ (w) 
1 dρ(w) f~(kJ (w) ff(kc (w) 
ρ(w) dw -fJ(kJ(w)) -fc(kc(w)) 
この式を対数微分し，
、 、 ， ?? ょっ ??
?
??、 、
1 dρ(w) 1 1 
ρCw} dw=応 w)+w-kc (w)王w
よりも大きL、か小さいかによって，正または負にな ξ。ヵ kI(w) これは，kc (w) 
(2.5)式と (2.6)式を満足する。すなわち，資本と労働(2.16)式から (2.18)式は，
は常に完全に利用されている。
Fj(K}Ct)， L}Ct))=Fj (手1~ 1 i=fi(kj， 1) 
¥L1Ct) 
(2.11)式は次の式(2.10)式，(2.6)式，それ故に，均衡条件式，つまり (2.5)式，
に変形できる。
. (2.22) kJ (w)OJ+kc (w) Oc=k 
. (2.23) o J' Oc孟0oI+ec=l 
. (2.24) Y=Yc+ρ'YJ 
. (2.25) ρ'YJ=SY 
. (2.26) oJ=O if t>'ρ(w) 
、 ? 』 ???っ???、oc=O if t>'ρ(w) 
if oI>O， oc>O， t=ρ(ω) 
次に，均衡条件式つまり (2.13)式と (2.14)と (2.22)式から (2.27)式を決定するた
めに，二つの賃金・使用料率 wJと Wcを導入する。
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kj(Wj)=k， j=I， C. …………一 (2.28)
二つの賃金・利潤率 WIと Wcは，一定の総資本・労働率hによって決定される。
ωj =wj(k'!， ……...・H ・- (2.29)
消費財による投資財の供給価格は， ρ1(k)， Pc(k)で示される。
ρj(k)=P(Wj (k)) ……...・H ・.(2.30) 
Wc(めくWI(めならば，消費財部門は投資財部門よりも資本集約的である。このことか
ら，次のこともいえる。
ρc(わくわ(k) ・………… (2.31)
さて，貿易特化パターンを考察するために，次のような臨界賃金・使用料率と供給価格
(the critical wage-rentals ratios and supply prices)を導入する。
ωmin (k) =min {wc(k)， W I(k)} 
W max(k)=max {wc(k)， W I(k)} 
P min (k)=ρc(k)， 
ρmax (k)=ρ/(k) 
. (2.32) 
特化ノ込ターンは，世界価格Pと二つの臨界価格， ρmin (k)とρmax(k) との関係によ
って決定される。
Case 1) 0くP;;;'Pmin (k) 
(2.22)式と (2.23)式， (2.26)式と (2.27)式を考慮することによって得られる。すな
わち，
P/=O， Pc=l 
また w=wc(k)
つまり，その経済は消費財に特化することを示している。
Case 2)ρ主ρmax(k) 
この場合には上記と逆になる。すなわち，
Pc=O， P1=1 
また w=wI(k)
つまり，投資財に特化するのである。
Case 3) ρmin (わくρ<ρmax(k) 
このケースにおいて，労働配分 P/とんは， (2.22)式と (2.23)式から得られる。
k I(W)P /-kc(w)P / =k-kc(ω) 
・.8-hc(Z41〉-h ¥ 
/-kc(w戸k/(wアl
k-k/(ω) また，Pc=一一一 | kc(w)-k/(w) ) 
…………… (2.38) 
従って k](ω〉くhくん(w)
s]>O， sc>O 
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投資財輸入 xに対する需要を推定するために， (2.13)式と (2.14)式， (2.24)式と
(2.25)式から次の式が導かれる。
(1-s)f](k])s] = sfcCkc)sc-ρx 
τ_ sfc(介、8
1- p--Eー (ー1ー めん(k])s] . (2.34) 
労働配分&]， scと最適資本・労働率 k]，kcは， 世界価格P一定でもって決定される。
それ放に，投資財輸入xの需要 x(のは (2.34)式から決定できる。
Case 1)ρ豆ρmin(k) 
この場合においては， (2.34)式から次のようになる。すなわち，
fc(k) x(ρ〉=S7- ……… (2.35)
つまり，この経済は，消費財に特化し，賃金・利潤率 ω](めによって与えられる。
Cas邑 2)ρょρmax(k)
x(ρ)=一(1-s)f](k) . (2.36) 
Case 3) ρmin (めくPくpmax (k) 
このケースにおいて，労働配分は (2.33)式によって決定され，賃金・利潤率wは (2.27)
式から得られる。 (2.34)式に (2.19)式と投資財の供給価格 P(w)式を代入すれば，
f~(k] (w)) 
X(P〉=hCM)-hI(川一{Cs(kc(w)十w)+(1-s)(k](w) +w)J(k+w) 
一(kc(w) +ω)(k] (w) +w)J . (2.37) 
この場合 ρ(w)=pである。世界価格Pが増加する場合， x(ρ〉の価値は減少するのであ
る。
C]lJ経済成長と園際収支5)
まず第一に，建元教授は，経済成長と国際収支について，次のような議論があることを指
適されている。
第一に，高率の経済成長は，国際収支を悪化させる潜在的傾向があるということ。
第二に，経済成長は，生産性の上昇を通じて，国際収支を好転させる傾向があるというこ
と。
そこで，この問題に解を与えるために H.G. Johnsonの基本方程式を，対数線型函数
5)建元正弘著外国貿易と国際収支， 1970年 P手 258~274参照。
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を用いて導かれている。記号は全て対数値である。
さて， Johnsonのモデ‘ルを構成するための Notationを示そう。
自国=subscript 1， 外国=同じく 2， 
Yj………・… 1国の実質国民所得 (i =1.2) 
ゎ...・H ・H ・H ・.i国の輸入価格弾力性
. i国の実質国民所得弾力性
x ……...・H ・-自国の輸出量
ρx…………・・自国の輸出価格
m …...・H ・...自国の輸入量
tm・..………一自国の輸入価格
(ρx-ρm)…自国の交易条件
そこで，両国の輸入需要画数は次の如く書き表わされる。
m=C1+甲l(TX-ρm)+e1Y1 (輸入需要〉
、?
?
?
??
???? 、• • • • • • • • • • ?
x =C2-712(ρx-ρm) +e2Y2 (輸出需要〉 …...・H ・(3.2)
ここで C1，C2 は常数項である。単純化のために，両国とも供給弾力性は無限大と仮定
する。この仮定によって，供給側の事情を無視することができるし， ρxは自国の圏内物価
水準に， ρmは外国の国内物価水準に一致する。
Y1' Y2'ρx，ρmは，時間 tの函数とすれば次の如く示される。
Y1 =C3 +R1t 
Y2=C4+R2t 
tx=C5 +r1t 
ρm=C6+r2t 
. (3.3) 
・(3.4)
. (3.5) 
・(3.6)
Rj は i国の実質国民所得 rjは i匡lの物価水準(従って，輸出価格水準，輸入価格水
準〉の成長率(時間的変化率〉を表わす。さらに，両国の人口および労働者比率が，観察期
聞を通じて恒常であり，その完全雇用を仮定すれば R1'R2は両国の一人当り所得で表わ
した労働生産性の成長率と考えることができる。
(3.3)式から (3.6)式を (3.1)式， (3.2)式に代入すると，
X =C2-712CCC5十r1t)一(C6+r2t)J+e2(C4 +R2t) 
=一司2(r1t-r2t)+ε2R2t+C2 +C5-C6 +C4 
={ー甲2(r1-r2)+ε2R2}t+A
m=C1+守1C(C5+r1t)一(C6+r2t)J +e(C3 +R1t) 
=甲1(r1t-r2t)+ε1R1t+C1+C5ー C6+C3 
={万1(r1-r2)+ε1R1}t+B
、
?
?
????? ?
. (3.8) 
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輸出額の対数値は， (ρx+x)，輸入額の対数値は (ρm+m)で表わされるから， (3.5)式
から (3.8)式によって得られる。
ρx+x=rjt+{一万2(rj-r2)+ε2R2}t+A' 
={rj-7h(rjー ら)+ε2R2}t+A'
ρm+m=r2t+{甲j(rj-r2)+εjRj}t+B'
. (3.9) 
={r2+平j(rj-r2)+EjRj}t+B' …...・H ・..(3.10) 
自国の輸出・輸入比率の対数を Bj で表わせば，通常，貿易収支は輸出額一輸入額であるか
ら，B1=(3.9)一(3.10)である。
Bj=(ρx+x)ー (ρm+m)
={rj-7h(rj -r2) +ε2R2}t+A'-{r2+亨j(rj-r2)+εjRj}t-B'
={rj一司2(rjーら)+ε2R2ー ら一司j(r1 -r2)-EjRj}t+A' -B' 
={(1ー 仇-7h)(rj-r2)+ε2R2-EjRj}t + A' -B' . (3.11) 
(rj-r2)は交易条件〔ρx-ρm)の変化率を表わしている。 (3.11)式を時間 tで微分す
ると，
dB， :i-'=(1ー 亨j-i72)(r j -r2) + e2R2 -SlRj dt . (3.12) 
これが， H. G. Johnsonの基本方程式であり， これは，両国の生産性が Rj，R2 で成長
していく時の自国の貿易収支の変化率を表わしている。
その経済的意味は次の如くである。
は) 価格効果
国際市場が安定であれば，Marshallの条件によってれ+i72>1 であり， (3.10)式の
(rj-r2) の係数は負となる。この場合，交易条件が時間とともに低下すれば，貿易収支払
は，他の事情にして等しければ，時間とともに改善されるであろう。 自国の物価水準の成
長率 rj が，外国の物価水準の成長率らよりも小であれば，自国物価は外国物価に比べて
割安となり，交易条件は低下する。それ故に，市場の安定条件が充たされる限り，貿易収支
は改善される。
(畠) 所得効果
ej =<:2と仮定すれば，他の事情にして等しければ，自国の生産性の成長率Rjが外国の成
長率R2よりも小である限り e2R2>ejRjであり，時間とともに貿易収支は改善され，逆
の場合は悪化する。 Rj=R2の場合，貿易収支は引くE2ならば改善し， εj>ε2ならば悪化
する。
経済成長率が自国において相対的に高いこと (Rj>九〕は，輸出入需要の所得弾力性に
大差のない限り，貿易収支を悪化させる所得効果をもつであろう。また，経済成長が生産性
一回一
の上昇に伴うものである限り，それは成長率の高い国の輸出価格を外国に比して相対的に低
下させ，輸出競争力をーと弁させることによって，貿易収支を好転させる価格効果をもつであ
ろう。
次に，上記モテ、ルに，輸出需要函数と輸出供給函数を加える。
輸出需要函数 X=Cl-7hTX+ε2Y2 . (3.13) 
輸出供給函数 x=C2 +e1(r+ρx) . (3.14) 
ここで，el= 自国の輸出供給弾力性，Y2=外国の実質総国民所得，r=内貨建為替相場，
Tx=外貨建価格を表わしている。 n2を労働人口とすれば，向と一人当り所得ないし生産
性 (Y2-n2)の聞に，次のような関係式が得られる。
Y2=n2+(Y2-n2) 
さらに n2'(Y2-n2)は時間 tの函数と仮定すれば，
η2 =C3 +N3t 
(Y2-n2)=C4十R2t
この場合， N2 は人口の成長率，R2 は生産性の成長率を示している。
さて， (3.15)式から (3.17)式を (3.13)式に代入すれば，
Y2 =C3 +N2t+C2 +R2t= (N2 +R2)t+A 
X =C1一平2ρx+e2(N2+R2)t+A
=e2(N2 +R2)t-7hρx+A 
(3.13)式 (3.14)式を ρx，xを未知数として解くと
平2ρx+elρx=e2(N2+R2)t-elr+A 
ρX=_~2型2+R2~-elr +A 
7h+el 
(3.17日〕式+(3. 17b)式は
ε(N2+R2)t-e1r， _ (1¥.T ， D~. _ (e2(N2+R2)t-e1ハρX+X=，2'-"2.' '~2:，， -_q， +ê2(N2 +R2 )t一平2(...2'-'~2~' H 2.J' ~1' )+A 1h+el \ ~2+el / 
. (3.15) 
. (3.16) 
・(3.17)
…(3. 17a) 
…(3.17b) 
(恥+el)(ρx+x)=ε2(N2+R2)t-elr+e2(N2 +R2)t(む+el) -1h{e2(N2 +R2)t} 
+7he1r+A 
=e2(N2 +R2)t{1 + (~2 + el) -7h}+ e1r(むー1)+A
(el+1)r1¥.T ， D~. ， e1(7h-1) ρx+x=一一一~ -"'(N2 +R2)t+~~:'I_~-=:: ~/r+ A 7h+el :lJ2+el . (3.18) 
(3.18)式は時点 tにおける均衡輸出額であるから，均衡輸入額も (3.1R)式の添字 1と
2を逆にしたものと等しく求めることができる。
ε(e2+1) 平1(e2-1)ρm+m=一一一一一 (N1 +Rl)t--"-~'-V~ ~~-"'r+B ~l+el ~l+el 
. (3.19) 
(3.18)式， (3.1めから貿易収支 Blを求めると
B1=(Tx+x)ー (ρm-m)
J el(甲2-1) 甲l(e2+1)lv，E2(el+1) {一 + '/~_\"~ -:-.Ll fr+ _"2 ー (N2十九)tl 7/2+el 7h+e2 J ザ2+el
l(e2+1) (N1 +R1)t+ (A-B) 
71 + e2 
-J習17l2(el+e2 + 1)+ele2(草1+れーめL，E2(el+1) i 一一~~''"- ~-'fr+-~:.，v~-::~(N2+R2)t 
(甲1+e2)(7l2+el) r' 7l2+ej 
l(e2+1) 一 (N1+R1)t+ (A-B) 
71 + e2 
時間 tで微分すれば
dBI_Iザ1甲2(ej+e2+1)+e1e2(亨j+ 7l2-1)ldrL e2(ej + 1) 
dT-i hJeJI長問
(e2 + 1) 一一 (N1+RI) 7l1+e2 
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. (3.20) 
(3.20)式で el=e2=∞とおくと， Johnsonの方程式 (3.12)は，この一般化された
基本方程式の specialcaseである。 (3.20)式の第一項の係数は，為替市場の安定条件を示
す Metzler式である 6)。 第二項は為替供給の外国国民所得弾力性であり，第三項は為替需
要の自国国民所得弾力性である。
(3.20)式の経済的意味は次の如くである。
を=0，すなわち固定為替相場の場合には，pt 
(1) 両国の為替需給の所得弾力性が等しいときには，両国の成長率の開差に依存する(比
較成長率の原理〉。
叫 両国の成長率が等しい時には，両国の為替需給の所得弾力性の開差に依存する(比較
弾力性の原理〉
ゆ) 両国の為替需給の所得弾力性が等しく，両国の成長率が等しい時には，為替市場の安
定条件が充たされる限り，為替相場の時間的変化率に帰せられる(比絞価格の原理〉
これまでのモデルよりも， より完全なものにするために，輸出入の相対価格 (ρx-ρ帆
ρmー ρめを導入し， ρを成長の価格効果を示すパラメーターとすれば，次のような関係式
が構成される。
輸入需要画数 m=C1一れ(tm-ρd)+ EIYI 
輸出需要画数 x =C2-7l2(ρx-tw)+ε2Y2 
輸入価格決定方程式 (ρm-ρd) =C3 + PI{yj-nl)一(Y2-n2)}
輸出価格決定方程式 (ρx-仰の=C，!-P2{(YI-nl)一(Y2-n2)}
6)広島経済大学研究論集第一巻， :t出著， p. p. 45-48を参照。
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交替条件決定方程式 (ρx-ρm)=Cs -P{(Yl -nl)-(Y2-n2)} 
所得定義式 YI=(YI-nl)+η1 
Y2=(Y2-n2)+n2 
生産性成長方程式 (Yl -n1)=C4 +Rlt 
(Y2-n2)=CS十R2t
人口成長方程式
貿易収支定義式
nl=C6+N1t 
η2=C7+N2t 
B1= (ρx+x)一(ρm+m)
前述の手続きと同じ方法で，貿易収支を求めよう。
Yl =C4 +R)t+C6 +N1t= (R1 +N))t 
Y2 =CS +R2t+C7 +N2t= (R2 +N2)t 
(ρm-ρd) =C3 + PI{C4 +R1t-CS -R2t}=Pl (R1 -R2)t 
(ρx-ρw) =C4 -P2{C4 +R2t-CS -R2t}= (-P2)(R1 -R2)t 
(ρx-pm) =C5 -p{C4 +R1t-CS -'R2t}= (-p)(R1-R2)t 
m=(一帯1)ρI(R1-R2)t+εI(R1+N1)t
x=Cー 恥)(-P2)(R1-R2)t+ε2(R2 +N2)t 
B1=(ρx+x)一(ρm+m)
= (-p)(R1 -R2)t+ (-112)( -P2)(R1 -R2)t+ε2(R2+N2)t 
-{(ー ザI)Pl(R1-R2)t+e:1(R1+N1)t} 
= C -p)(R1-R2)t+1hP2(R1 -R2)t+E2(R2 +N2)t 
+亨lPl(R1-R2)t-e:I(R1+N1)t 
= (1hP2 +ザIPI-P)(RI-R2)t+E2(R2+N2)t-el(RI+N1)t 
dB ず=(甲2P2+1hPI -p)(R1-R山 ε2(R2+N2)-EJ(R1 +N1) ・・・ (3.21)
いまもしん>P2ならば，生産性の上昇は，輸出競争力を高めるよりも，むしろ輸入代替
産業の競争力を高める方向に働いており， Hicksの輸入偏向技術進歩(import-biasedim-
provemenのがある。
また， PI<P2ならば，生産性の上昇は，輸入競争産業よりもむしろ輸出産業に著しいか
ら， Hicksの輸出偏向技術進歩 (export-biasedimprovement)がある。
さらに PI=P2ならば，生産性向上は，輸出産業，輸入競争産業のいずれにも偏せず，
Hicksの斉一的技術進歩 (uniformimprovement)がある。
最後に，ザ1PI+1hP2>Pならば，経済成長による価格効果は貿易収支を改善させる。もしRI
=R2ならば， ε1くe:2のとき，貿易収支は改善され， E1>E2の場合には悪化するのである。
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CIVJ成長しつつある経済の国際収支7)
経済成長過程において，国際収支に影響を及ぼすのに，二つの基本的作用力がある。
( 1 )所得の成長は貨幣需要を増加させる要因になる。このことは，支出を制限させる要
因と国際収支の改善，あるいは悪化させる要因である。
(ll)貨幣供給の自発的増加は，支出増加に作用する。つまり，このことは国際収支をひ
どく悪化させる要因である。
さて，これら二つの反作用力 (twocounteracting forces) が，成長しつつある経済の国
際収支に如何に影響を及ぼすかをみていこう。
まず，次の如く仮定する。
1. 二部門から成る開放経済を考える。つまり，民間部門 (theprivate sector)すなわち家
計と企業を含む部門と金融部門 (thebanking sector)である。
2. 商品 (commodity)に関して，広義の三つの範鳴がある。すなわち，
(1) 資本形成と同様に今期の支出に使用される財と用役。
(2) 債券(証券〉
(3) 債券または外国通貨いずれかの交換において，金融部門によって供給される貨幣(国
内通貨)
3. 金融部門に関係のある変数が，政府の貨幣政策によって抑制されるものとする。
4. あらゆる価格は，通貨聞の交換率を除いて，変動するものとする。
5. 資源は完全に利用され，完全競争と自由貿易を想定する。
Notation: 
Dj ….・H ・-・… i商品に対する民間部門の需要
Ej ・…・・…・…・ i商品に対する超過需要
El量は財と用役 (D1) に対する消費と投資需要から今期の産出物 (X)を減じた合計で
ある。すなわち， E1=D1-X. 
E2量は純債券保有 (D2) の民間部門における望ましい水準から， その初期純債券状態
(Ao)を減じたものである。すなわち， E2=D2-Aoo ・ D2，A。雲o(純債券保有=家
計部門保有一企業部門負債額〉
E3量は貨幣あるいは流動性選好に対する需要 (D3)から，民間部門によって保有されて
いる初期貨幣ストック (Mo) を差しヲ I~ 、たものである。すなわち， E3=D3-M。
ρ1・H ・H ・.....…財と用役の価格水準
P2・H ・H ・..・H ・債券価格(利子率の逆数〉
7) R. Komiya : Journal of Political Economy， Vol. 77， No. 1， Jan.jFeb. 1969・を参照。
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貨幣価格 (ρ3)は仮定により 1であり， E;量は，価格，貨幣所得 (y=ρlX)と初期の
資産保有の関数とみなされるから，次の式が得られる。
D;=D;(ρ1.ρ2. Y. Ao. Mo) i=l. 2. 3 
、 、
?
?
?
??
??• • • • • • 
今期勘定における国際収支，あるいは貿易収支は次の如くである。
B1=-ρlEl 
、?
?
????
?
??? 、
また，資本勘定における収支 (b:l!ance)は次の如く書き表わされる。
B2=← ρ2(E2+Ad) …………・・ (4.3)
この場合，Ad(雲0)は，同じ期間中に金融部門によって購入された純債券額である。そ
れ故に，一般的国際収支は次のように示される。
B=Bl +B2=ー(ρlEl+ρ2E2)-ρ2Ad=E3一ρ2Ad …………… (4.4)
(4.4)式の最後の方程式は，次の予算制約 (thebudget restraint)から生ずる。
LJ F;E; =0 
金融部門による債券購入のない場合 (Ad=O)には，次のようになる。
B=E3 …………… (4.5) 
すなわち，一般的国際収支は，民間部門の貨幣に対する超過需要(あるいは，民間に保有
された貨幣ストックの計画的増加〉に等しいということである。
(4.2)式から (4.5)式は，次のことを示している。つまり，一医lの一般的国際収支，その
資本勘定の収支，貿易収支は，その国の民間と金融部門によって資産勘定調整に反映する。
( i ) いづれの部門も， その有価証券資産保有 (portfolioasset holding)の変化を望ま
ないならば.E 2• E3' AdすべてはOであり，国際収支は均衡する。
(ii) 貨幣ストックに対する民間部門の需要が増加し，金融部門の債券購入による貨幣供
給の出現は，民間部門が貨幣保有を培加させたいと欲する額に達しないならば(つまり E3>
P2Ad).民間部門は，一般的国際収支を黒字にすることによって剰余 (remainder)を得る。
また，金融部門に外国為替の超過分を売ることによっても剰余を得る。
(ii) 民間部門の初期債券保有が望ましい水準を超えるならば，また，金融部門による債
券購入がないならば，債券は資本勘定における国際収支を黒字にするために外国へ売られ
る。
次に，その経済が，初期において長期均衡状態であると仮定する。すなわち E;と Ad
はすべてOに等しいということである。すべての価格も，為替相場も，初期において 1であ
るとする。
また，生産諸要素供給の増加に関して技術進歩によって，財と用役の産出物は増加すると
仮定する。
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さらに，貨幣供給あるいは需要に自発的増加はないものと仮定する。
価格は一定であるから，貨幣所得は実質産出物と同じだけ増加する。 方程式 (4.5)をあ
る生産性パラメータ -aで微分すれば，次の式を得る。
8Y n 8X 8X 
また EIi=PIBiE=言瓦=1とおく(貨幣所得は価格水準と生産性の関数とみなす〉。
dB dE. 
dム=瓦ム=m3 . (4.6) 
。'D. 8Eゐ
この場合，m3=百ず=吾Yは限界蓄積性向 (marginalpropensity to hoard)である。
同様に，方程式 (4.3)を微分すれば
dB. ，8E 
d{;= -P2fj瓦=-m2
ー ????? ?、
この場合，m2 は民間部門における債券の純限界投資性向である。
8D， 
次に， mj=Pj百一>0，(i=l， 2， 3)であると仮定する。すなわち，すべての財と用役，貨
幣も，下級財 (inferiorgood)ではなく，家計部門における債券の限界投資性向は，所得が
価格不変のもとで増加する如く，企業部門における負債額の限界増加よりも大である。従っ
て，その国の国際貸借状態は改善される。
(4.6)式と (4.7)式から，次の如く結論づけられる。つまり，一般的国際収支は，貿易
収支 (B1=B-B2) と同様に，実質産出物の成長の結果として改善される。他方，資本勘定
における国際収支は赤字に向かう。このような産出物(所得〉の成長は，国際収支と貿易収
支を改善する要因であり，その代り悪化させる要因でもある。
さらに，この経済へ貨幣を供給することができる二つの手段 (twochannels)がある。
円) 金融部門は，民間部門から債券を購入し，それと交換に貨幣を供給する(公開市場操
作〕。
いま，方程式 (4.4)を Adで微分すれば
dB ‘ 
dAd 
. (4.8) 
(4.8)式は貨幣が債券と交換に供給される場合，一般的国際収支は貨幣供給が増加する
と同じほど悪化する。さらに，国際収支の悪化は資本勘定を制限する。
(ロ) モデルの中へ政府部門を導入しよう。また，政府支出の自発的増加が，金融部門から
の借入によって融資されるものと仮定する。この場合，財と用役の支出は，債券に対する需
要の代りに自発的に増加する。また，同時的に貨幣の供給は，それと等しい額でもって増加
する。一般的国際収支は，貨幣供給の増加と同じほど悪化する。再び，国際収支の赤字は経
常勘定を制限する。
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また，商品にここで， 上記と逆の資本不動性 (capitalimmobility)を仮定する。さて，
相互に民間部門に対して総体的代替 (grosssubstituteめであ関する三つの広義の範鴫が，
ると仮定する。
i商品に対する j部門の超過需要を，次の如く定義する。
. (4.8) 
。Ej，DEj DY Eji=~~}-+ 否百'-- i=l， 2， 3 j=l， 2 。Pj， DY DPj 
総体的代替可能性の仮定 (gross.substitutabilityassumption)は，次のことを意味してい
る。
、?
?
? ???、tキ1Ejj>O 
その場合，次のような結果が生ずる。
:EPjEj j =~Ej j =0 
. (4.10) Ejく0
いま ，E2+Ad=0を微分すれば，
dρ dE 
zjE22+hd=0 
. (4.11) 32=-m去>0
すなわち，利子率は実質産出物が自発的に増加すると同じほどに減少するということであ
る。
次に，国際収支の変化は，
dB dE， ~ dρ2 ， '"dE3 三=E32~J_2+ρda da -~"2 dα 2 dα 
(4.6)式と (4.11)式を考慮すれば，
?〉
? ? ?
。
?
???
?
?
，? ?
. (4.12) 
より多資本可動性のない場合，民間部門は外国から債券を購入することができなし、から，
しかし，国際収支は，くの貨幣額(債券に対する代替〉は，民間部門にとって不足である。
それ以上に改善される。産出物の成長の結果として，
金融部門が債券と交換に貨幣を供給する場合，国際収支は赤字に向うが，国内利子率が減
少し，流動性選好を刺激するから，その赤字は，資本可動性の場合よりも小さいのである。
(4.11)式と (4.12)式から，次のようになる。
. (4.13) 
. (4.14) 
dB 
-1くくOdAd 
dT2 _ 1 
言Ait=-EP2〉O
dB _DE3 . d.ρ ー (E32¥ 可反日一百P2 dAcrー -¥E;2)-J. 
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さて， ここで産出物の成長 (Growthin Outputs)にふれよう。
財と用役と資本(債券〉が， 自由に国際間を移動する場合には，一般均衡条件式は次の如
く書き表わされる。
E1 +E'i=O 
E2+Eす-Ad-Ad*=O . (4.15) 
ただし，星印*は外国に属している変数を表わしているものとする。
そこで，次のような仮定を設ける。つまり，債券と貨幣に対する民間部門の超過需要は，
貨幣所得 (Y=ムX)と利子率 (ρ2つまり債券価格〉のみの画数であり，直接に財と用役
の価格によって影響を及ぼさないものとする。
Ej =Ej (Tl' T2' Y， Ao， Mo)とおけば
8Ej _8Dj_f¥ 
oρ f)ρ i=2，3 
i商品に対する世界の超過需要における j価格の変化効果を Zjjで示すと，。Ej，8Ej 8Y ，8E'i ， 8Ef 8Y* Z j= E i1 + E t 1 = ~~ i +一 一一一十 +一二一布~'1JY DT1 -'-8ρ1 ' 8Y* DT1 
=mjX+m1X* 
(4.15)式を生産性バラメーターαで微分すれば。E1dρ1 ， 8E1 dT2 ，8E1 dY_f¥ 
市;亘瓦T 布2 d瓦'1JY"d戸-v
8E; 8E， 
これに bデ=mj.Zjj=面 (i=l.2， 3)を考慮すれば
dρ dT Zl1ー~+Z，?一;2= l-m， 
11 da ' -'" da 
同様にして次の式が得られる。
dT1 ，'7 d.ρ Z?1"'-P-+Z?? 里=-m22 dα22 dαζ 
dTl ， '7 d.ρ Z，"';+Z，?~~= -m3 
出 da 叫 dαd
dρ1_ 1 =ー Cll-mj)Z22+mzZd=ム(m3Z22-m2Z32) pα ム
dT2_ 1 ← =~C-m2Z11 一 (1-mj)Z21J= : (m2Z31-m3Z21) dα ム
. (4.16) 
. (4.17) 
この場合，ム=IZj jl は，総体的代替可能性の仮定にもとづいて，正である。また，32
くOであり，予が，
"'3 
~._ ，_~. d.ρ2 だいたい辰吉に等しいならば， μ もほとんどOに等しくなる。
産出物の成長に関して，一般的国際収支の効果は， (4.5)式を使用すれば客易にわかるだ
ろう。
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つ2=安+Ef132-+Eす232(419〕
dρdρ dJく0，'dti=Oであり， E!lとE!2>0であるから外国の国際収支は赤字に向かうだろ
う。それ故自国の国際収支は黒字に向かうだろう。
経済成長による国際収支への効果は，次の如く要約できる。
C 1 J産出物の成長は，一般的国際収支と同様に，貿易収支を改善する傾向がある。つま
り，資本勘定における収支を悪化させる。経済が成長しつつある場合，貨幣需要は増加する。
貨幣供給の自発的増加がないならば，国際収支の黒字は，附加的貨幣(圏内通貨〉がその経
済の中で満足されるような手段 (ch'lnnel)を通じてなされる。 同様に，資本勘定における
国際収支は，債券に対する需要が所得の上昇に関連して増加し，居住者が外国から債券を買
入すると同じように，赤字になる傾向がある。
CHJ貨幣供給あるいは財と用役に対する需要の自発的増加は，国際収支を悪化させる。
余りに多くの貨幣が供給される場合，一国の居住者は，財と用役または債券に支出すること
によって，豊富な貨幣を処分する。政府(あるいは投資〕支出の自発的増加は，国際収支
(主として貿易収支〉を悪化させる。
むすび
経済成長と国際収支との関係は，単純に結論づけることはできなし、。価格分析の教える所
によれば，国際収支が安定であるか，不安定であるかは，輸出入の弾力性値によるのであ
る。また，所得分析においては，乗数効果の示す如くである。上記の建元教授のモデ、ルによ
っても，価格効果と所得効果が，国際収支に同時に作用を及ぼし，それを安定に導くと明言
することはできなし、。さらに，高度な経済成長率が，国際収支を常に永続的に黒字を維持す
るものであることも，確信をもって語ることはできなL、。それらについては，より一層の研
究が必要であり，興味ある問題である。今後とも諸教授の御叱責と強い鞭が，薄学の私自身
に与えられることを希望している。 June 20， 1970. 
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